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（総則）

第１条 発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基

づき、設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及びこれらの図書に係

る質問回答書並びに現場説明に対する質問回答書をいう。以下同じ。）に

従い、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しなければならない。

２ 受注者は、契約書記載の業務（以下「業務」という。）を契約書記載の

履行期間（以下「履行期間」という。）内に完了し、契約の目的物（以下

「成果物」という。）がある場合には発注者に引き渡すものとし、発注者

は、その業務委託料を支払うものとする。

３ 受注者は、この約款若しくは設計図書に特別の定めがある場合又は発注

者の指示若しくは発注者と受注者との協議がある場合を除き、業務を完了

するために必要な一切の手段をその責任において定めるものとする。

４ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語

とする。

５ この約款に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。

６ この約款における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９

号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとす

る。

７ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。

８ この契約に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては、日本国の裁判

所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。

第２条から第８条  （略） 

（総則）

第１条 発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基

づき、設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及びこれらの図書に係

る質問回答書並びに現場説明に対する質問回答書をいう。以下同じ。）に

従い、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しなければならない。

２ 受注者は、契約書記載の業務（以下「業務」という。）を契約書記載の

履行期間（以下「履行期間」という。）内に完了し、契約の目的物（以下

「成果物」という。）がある場合には発注者に引き渡すものとし、発注者

は、その委託金額を支払うものとする。

３ 受注者は、この約款若しくは設計図書に特別の定めがある場合又は発注

者の指示若しくは発注者と受注者との協議がある場合を除き、業務を完了

するために必要な一切の手段をその責任において定めるものとする。

４ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語

とする。

５ この約款に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。

６ この約款における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９

号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとす

る。

７ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。

８ この契約に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては、日本国の裁判

所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。

第２条から第８条  （略） 
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（業務内容の変更中止等） 

第９条 発注者は、必要があるときは、業務の内容を変更し、又は業務の実

施を一時中止することができる。この場合において、業務委託料又は履行

期間を変更する必要があるときは、発注者と受注者とが協議して書面をも

ってこれを定める。 

２ 前項の場合において、受注者に損害を及ぼしたときは、発注者はその損

害を賠償しなければならない。賠償額は、発注者と受注者とが協議して書

面をもって定める。 

３ 第１項後段の規定により業務委託料を変更する場合における変更後の

業務委託料は、原設計金額に対する原業務委託料の割合を変更設計金額に

乗じて得た額とする。 

（履行期間の延長又は短縮） 

第１０条 受注者は、その責めに帰することができない理由により、履行期

間内に業務を完了することができないことが明らかになったときは、発注

者に対して遅滞なくその理由を明示した書面をもって履行期間の延長を

求めることができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると

認められるときは、履行期間を延長しなければならない。発注者は、その

履行期間の延長が発注者の責めに帰すべき事由による場合においては、業

務委託料について必要と認められる変更を行い、又は受注者に損害を及ぼ

したときは必要な費用を負担しなければならない。 

３ 発注者は、特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは、履

行期間の短縮変更を受注者に請求することができる。 

４ 発注者は、前項の場合において、必要があると認められるときは、業務

委託料を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担し

なければならない。

（業務内容の変更中止等） 

第９条 発注者は、必要があるときは、業務の内容を変更し、又は業務の実

施を一時中止することができる。この場合において、委託金額又は履行期

間を変更する必要があるときは、発注者と受注者とが協議して書面をもっ

てこれを定める。 

２ 前項の場合において、受注者に損害を及ぼしたときは、発注者はその損

害を賠償しなければならない。賠償額は、発注者と受注者とが協議して書

面をもって定める。 

３ 第１項後段の規定により委託金額を変更する場合における変更後の委

託金額は、原設計金額に対する原委託金額の割合を変更設計金額に乗じて

得た額とする。 

（履行期間の延長又は短縮） 

第１０条 受注者は、その責めに帰することができない理由により、履行期

間内に業務を完了することができないことが明らかになったときは、発注

者に対して遅滞なくその理由を明示した書面をもって履行期間の延長を

求めることができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると

認められるときは、履行期間を延長しなければならない。発注者は、その

履行期間の延長が発注者の責めに帰すべき事由による場合においては、委

託金額について必要と認められる変更を行い、又は受注者に損害を及ぼし

たときは必要な費用を負担しなければならない。 

３ 発注者は、特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは、履

行期間の短縮変更を受注者に請求することができる。 

４ 発注者は、前項の場合において、必要があると認められるときは、業務

委託料を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担し

なければならない。 
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第１１条から第１２条  （略）

（業務委託料の支払い） 

第１３条 受注者は、前条の規定による検査に合格したときは、発注者の指

示する手続に従って業務委託料の支払いを請求することができる。 

２ 発注者は、前項の請求があった日から３０日以内に、受注者に業務委託

料を支払わなければならない。 

第１４条  （略）

（前金払） 

第１５条 受注者は、保証事業会社と業務完了の時期を保証期限とする公共

工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定する保証契約（以

下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、

契約書記載の前払金の支払いを発注者に請求することができる。 

２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法（以下「電磁的

方法」という。）であって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定

め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注

者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。 

３ 発注者は、第１項の規定による請求があったときは、請求を受けた日か

ら１４日以内に前払金を支払わなければならない。 

４ 受注者は、業務委託料が著しく増額された場合においては、その増額後

の業務委託料の１０分の３から受領済の前払金額を差し引いた額に相当

する額の範囲内で前払金の支払いを請求することができる。この場合にお

いては前項の規定を準用する。 

５ 業務委託料が著しく減額された場合において、支払済みの前払金額が減

額後の業務委託料の１０分の４を超えるときは、発注者は、その超過した

額及び前払金の使用状況からみて、必要があると認められるときは、

第１１条から第１２条  （略）

（委託金額の支払い） 

第１３条 受注者は、前条の規定による検査に合格したときは、発注者の指

示する手続に従って委託金額の支払いを請求することができる。 

２ 発注者は、前項の請求があった日から３０日以内に、受注者に委託金額

を支払わなければならない。 

第１４条  （略）

（前金払） 

第１５条 受注者は、保証事業会社と業務完了の時期を保証期限とする公共

工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定する保証契約（以

下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、

契約書記載の前払金の支払いを発注者に請求することができる。 

（追加） 

２ 発注者は、第１項の規定による請求があったときは、請求を受けた日か

ら１４日以内に前払金を支払わなければならない。 

３ 受注者は、委託金額が著しく増額された場合においては、その増額後の

委託金額の１０分の３から受領済の前払金額を差し引いた額に相当する

額の範囲内で前払金の支払いを請求することができる。この場合において

は前項の規定を準用する。 

４ 委託金額が著しく減額された場合において、支払済みの前払金額が減額

後の委託金額の１０分の４を超えるときは、発注者は、その超過した額及

び前払金の使用状況からみて、必要があると認められるときは、 
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受注者に対し、その超過額の全部又は一部の返還を請求することができ

る。 

６ 受注者は、前項の請求があったときは、その日から起算して３０日以内

に当該請求のあった超過額を返還しなければならない。 

７ 発注者は、受注者が前項の期間内に超過額を返還しなかったときは、そ

の未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間

について、その日数に応じ、年２．５パ－セントの割合で計算した額の遅

延利息の支払いを請求することができる。 

（保証契約の変更） 

第１６条 受注者は、前条第４項の規定により受領済みの前払金に追加して

さらに前払金の支払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更

し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、業務委託料が減額された場合にお

いて、保証契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄

託しなければならない。 

３ 受注者は、前２項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法で

あって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた

措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保証証書

を寄託したものとみなす。 

第１７条  （略）

（部分引渡し） 

第１８条 発注者が設計図書において業務の完了に先だって引渡しを受け

るべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）がある場合におい

て、当該指定部分の業務が完了したときについては、第１２条中「業務」と

あるのは「指定部分に係る業務」と、「成果物」とあるのは「指定部分に係

る成果物」と、第１３条中「業務委託料」とあるのは「部分引渡しに係る 

受注者に対し、その超過額の全部又は一部の返還を請求することができ

る。 

５ 受注者は、前項の請求があったときは、その日から起算して３０日以内

に当該請求のあった超過額を返還しなければならない。 

６ 発注者は、受注者が前項の期間内に超過額を返還しなかったときは、そ

の未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間

について、その日数に応じ、年２．５パ－セントの割合で計算した額の遅

延利息の支払いを請求することができる。 

（保証契約の変更） 

第１６条 受注者は、前条第４項の規定により受領済みの前払金に追加して

さらに前払金の支払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更

し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、業務委託料が減額された場合にお

いて、保証契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄

託しなければならない。 

（追加） 

第１７条  （略）

（部分引渡し） 

第１８条 発注者が設計図書において業務の完了に先だって引渡しを受け

るべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）がある場合にお

いて、当該指定部分の業務が完了したときについては、第１２条中「業務」

とあるのは「指定部分に係る業務」と、「成果物」とあるのは「指定部分

に係る成果物」と、第１３条中「委託金額」とあるのは「部分引渡しに係
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業務委託料」と読み替えて、これらの規定を準用する。 

２ 前項に規定する場合のほか、業務の一部分が完了し、かつ、可分なもの

であるときは、発注者は、当該部分について、受注者の承諾を得て引渡し

を受けることができる。この場合において、第１２条中「業務」とあるの

は「引渡部分に係る業務」と、「成果物」とあるのは「引渡部分に係る成

果物」と、第１３条中「業務委託料」とあるのは「部分引渡しに係る業務

委託料」と読み替えて、これらの規定を準用する。 

３ 前２項により準用される第１３条第１項の規定により受注者が請求す

ることができる部分引渡しに係る業務委託料は、次の各号に掲げる式によ

り算定する。この場合において、第１号中「指定部分に相応する業務委託

料」及び第２号中「引渡部分に相応する業務委託料」は、発注者と受注者

とが協議して定める。ただし、発注者が、前２項において準用する第１２

条第２項の検査の結果の通知をした日から１４日以内に協議が整わない

場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

一 第１項に規定する部分引渡しに係る業務委託料

 指定部分に相応する業務委託料×（１－前払金の額／業務委託料） 

二 第２項に規定する部分引渡しに係る業務委託料

引渡部分に相応する業務委託料×（１－前払金の額／業務委託料） 

第１９条から第２５条  （略）

（受注者の催告によらない解除権） 

第２６条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに契約を

解除することができる。一 第９条の規定により業務の内容を変更したた

め業務委託料が３分の２以上減少したとき。 

二 第９条の規定による業務の中止の期間が履行期間の１０分の５以上 

る委託金額」と読み替えて、これらの規定を準用する。 

２ 前項に規定する場合のほか、業務の一部分が完了し、かつ、可分なもの

であるときは、発注者は、当該部分について、受注者の承諾を得て引渡し

を受けることができる。この場合において、第１２条中「業務」とあるの

は「引渡部分に係る業務」と、「成果物」とあるのは「引渡部分に係る成

果物」と、第１３条中「委託金額」とあるのは「部分引渡しに係る委託金

額」と読み替えて、これらの規定を準用する。 

３ 前２項により準用される第１３条第１項の規定により受注者が請求す

ることができる部分引渡しに係る委託金額は、次の各号に掲げる式により

算定する。この場合において、第１号中「指定部分に相応する委託金額」

及び第２号中「引渡部分に相応する委託金額」は、発注者と受注者とが協

議して定める。ただし、発注者が、前２項において準用する第１２条第２

項の検査の結果の通知をした日から１４日以内に協議が整わない場合に

は、発注者が定め、受注者に通知する。 

一 第１項に規定する部分引渡しに係る委託金額 

 指定部分に相応する委託金額×（１－前払金の額／委託金額） 

二 第２項に規定する部分引渡しに係る委託金額 

引渡部分に相応する委託金額×（１－前払金の額／委託金額） 

第１９条から第２５条  （略）

（受注者の催告によらない解除権） 

第２６条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに契約を

解除することができる。一 第９条の規定により業務の内容を変更したた

め委託金額が３分の２以上減少したとき。 

二 第９条の規定による業務の中止の期間が履行期間の１０分の５以上 
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に達したとき。

第２７条  （略）

（発注者の損害賠償請求等） 

第２８条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これ

によって生じた損害の 

賠償を請求することができる。 

一 履行期間内に業務を完了することができないとき。 

二 この契約の対象物等に契約不適合があるとき。 

三 第２２条又は第２３条の規定により、成果物の引渡し後にこの契約が

解除されたとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又

は債務の履行が不能であるとき。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注

者は、業務委託料の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定

する期間内に支払わなければならない。 

一 第２２条又は第２３条の規定により成果物の引渡し前にこの契約が解

除されたとき。 

二 成果物の引渡し前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者

の責めに帰すべき事 

由によって受注者の債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当す

る場合とみなす。 

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平

成１６年法律第７５号）の規定により選任された破産管財人 

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生

法（平成１４年法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

に達したとき。

第２７条  （略）

（発注者の損害賠償請求等） 

第２８条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これ

によって生じた損害の 

賠償を請求することができる。 

一 履行期間内に業務を完了することができないとき。 

二 この契約の対象物等に契約不適合があるとき。 

三 第２２条又は第２３条の規定により、成果物の引渡し後にこの契約が

解除されたとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又

は債務の履行が不能であるとき。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注

者は、委託金額の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定す

る期間内に支払わなければならない。 

一 第２２条又は第２３条の規定により成果物の引渡し前にこの契約が解

除されたとき。 

二 成果物の引渡し前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者

の責めに帰すべき事 

由によって受注者の債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当す

る場合とみなす。 

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平

成１６年法律第７５号）の規定により選任された破産管財人 

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生

法（平成１４年法律第１５４号）の規定により選任された管財人 
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三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２

号に該当する場合とみなされる場合を除く。）がこの契約及び取引上の社

会通念に照らして受注者の責めに帰することができない事由によるもの

であるときは、第１項及び第２項の規定は適用しない。 

５ 第１項第１号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、

業務委託料から既履行部分に相応する業務委託料を控除した額につき、遅

延日数に応じ、年２．５パーセントの割合で計算した額とする。ただし、

違約金の総額が１００円に満たないときは、これを徴収しない。 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第２８条の２ 受注者(共同企業体にあっては、その構成員)が、次に掲げる

場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、業

務委託料（この契約締結後、業務委託料の変更があった場合には、変更後

の業務委託料）の１０分の２に相当する額を違約金として発注者の指定す

る期間内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律(昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。)第３条の規

定に違反し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８

条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、

独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場

合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）

を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止

法第６３条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく 

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２

号に該当する場合とみなされる場合を除く。）がこの契約及び取引上の社

会通念に照らして受注者の責めに帰することができない事由によるもの

であるときは、第１項及び第２項の規定は適用しない。 

５ 第１項第１号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、

委託金額から既履行部分に相応する委託金額を控除した額につき、遅延日

数に応じ、年２．５パーセントの割合で計算した額とする。ただし、違約

金の総額が１００円に満たないときは、これを徴収しない。

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第２８条の２ 受注者(共同企業体にあっては、その構成員)が、次に掲げる

場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、委

託金額（この契約締結後、委託金額の変更があった場合には、変更後の委

託金額）の１０分の２に相当する額を違約金として発注者の指定する期間

内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律(昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。)第３条の規

定に違反し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８

条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、

独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場

合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）

を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止

法第６３条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく
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排除措置命令（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業

者団体（以下「受注者等」という。）に対して行われたときは、受注者

等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われていな

いときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命

令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」という。）にお

いて、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違

反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

三 納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は

第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違

反する行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約

が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が受

注者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令にお

ける課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）

に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取

引分野に該当するものであるとき。 

四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含

む。）の刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法

第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規定する刑が確定し

たとき。 

２ 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、

受注者は、当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、

年２．５パーセントの割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わなけ

ればならない。 

（受注者の損害賠償請求等） 

第２９条 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれに

よって生じた損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定め

排除措置命令（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業

者団体（以下「受注者等」という。）に対して行われたときは、受注者

等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われていな

いときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命

令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」という。）にお

いて、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違

反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

三 納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は

第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違

反する行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約

が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が受

注者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令にお

ける課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）

に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取

引分野に該当するものであるとき。 

四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含

む。）の刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法

第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規定する刑が確定し

たとき。 

２ 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、

受注者は、当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、

年２．５パーセントの割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わなけ

ればならない。 

（受注者の損害賠償請求等） 

第２９条 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれに

よって生じた損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定め
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る場合がこの契約及び取引上の社会通念に照らして発注者の責めに帰する

ことができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

一 第２５条又は第２６条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

二 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は

債務の履行が不能であるとき。 

２ 第１３条第２項の規定による業務委託料の支払いが遅れた場合において

は、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年２．５パーセント

の割合で計算した額の遅延利息の支払いを発注者に請求することができ

る。ただし、遅延利息の総額が１００円に満たないときは、発注者は、こ

れを支払うことを要しないものとし、その額に１００円に満たない端数が

あるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（契約不適合責任期間等） 

第３０条 発注者は、対象物等に関し、第１２条第２項（第１８条において

これらの規定を準用する場合を含む。）の規定による業務の完了を確認す

るための検査を受けた日から３年以内でなければ、契約不適合を理由とし

た履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除

（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。 

２ 前項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の

根拠等当該請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を

明確に告げることで行う。 

（情報通信の技術を利用する方法） 

第３１条 この契約書において書面により行わなければならないこととさ

れている指示等は、法令に違反しない限りにおいて、電磁的方法を用いて行

うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければな

らない。

る場合がこの契約及び取引上の社会通念に照らして発注者の責めに帰する

ことができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

一 第２５条又は第２６条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

二 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は

債務の履行が不能であるとき。 

２ 第１３条第２項の規定による委託金額の支払いが遅れた場合において

は、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年２．５パーセント

の割合で計算した額の遅延利息の支払いを発注者に請求することができ

る。ただし、遅延利息の総額が１００円に満たないときは、発注者は、こ

れを支払うことを要しないものとし、その額に１００円に満たない端数が

あるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（契約不適合責任期間等） 

第３０条 発注者は、対象物等に関し、第１２条第２項（第１８条において

これらの規定を準用する場合を含む。）の規定による業務の完了を確認す

るための検査を受けた日から３年以内でなければ、契約不適合を理由とし

た履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除

（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。 

２ 前項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の

根拠等当該請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を

明確に告げることで行う。 

（情報通信の技術を利用する方法） 

第３１条 この契約書において書面により行わなければならないこととさ

れている指示等は、法令に違反しない限りにおいて、電子情報処理組織を使

用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法を用いて行うことがで

きる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければならない。
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第３２条から第３５条  （略）

（約款別記）

個人情報取扱特記事項

（従事者の監督）

第１条 受注者は、本件業務に従事している者（以下「従事者」という。）

に対し、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」

という。）第６６条、第６７条、第１７６条、 第１８０条及び第１８３

条の規定の内容並びに適正な維持管理について周知し、従事者から誓約書

（別記様式）の提出を受けなければならない。

２ 受注者は、前項の規定により従事者から誓約書の提出を受けたときは、

発注者に対し、その写しを提出しなければならない。

３ 受注者は、その取り扱う個人情報の適切な管理が図られるよう、従事者

に対して、第３条第１項により講ずることとした措置の周知及び遵守状況

の監督その他の必要かつ適切な監督を行わなければならない。

第２条から第７条  （略）

（再委託の禁止等）

第８条 受注者は、本件業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負

わせてはならない。ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場

合は、この限りでない。

２ 受注者は、前項ただし書の規定により、本件業務の全部又は一部を第三

者に委託し、又は請け負わせる場合は、この契約の趣旨にのっとり、その

取扱いを委託され、又は請け負った個人情報の安全管理が図られるよう、

委託を受け、又は請け負った者に対して次に掲げる事項を行わなければな

らない。

（１）法第６６条、第６７条、第１７６条、 第１８０条及び第１８３条

第３２条から第３５条  （略）

（約款別記）

個人情報取扱特記事項

（従事者の監督）

第１条 受注者は、本件業務に従事している者（以下「従事者」という。）

に対し、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」

という。）第６６条、第６７条、第１７６条及び第１８０条      

 の規定の内容             を周知し、従事者から誓約書

（別記様式）の提出を受けなければならない。

２ 受注者は、前項の規定により従事者から誓約書の提出を受けたときは、

発注者に対し、その写しを提出しなければならない。

３ 受注者は、その取り扱う個人情報の適切な管理が図られるよう、従事者

に対して、第３条第１項により講ずることとした措置の周知及び遵守状況

の監督その他の必要かつ適切な監督を行わなければならない。

第２条から第７条  （略）

（再委託の禁止等）

第８条 受注者は、本件業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負

わせてはならない。ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場

合は、この限りでない。

２ 受注者は、前項ただし書の規定により、本件業務の全部又は一部を第三

者に委託し、又は請け負わせる場合は、この契約の趣旨にのっとり、その

取扱いを委託され、又は請け負った個人情報の安全管理が図られるよう、

委託を受け、又は請け負った者に対して次に掲げる事項を行わなければな

らない。

（１）法第６６条、第６７条、第１７６条及び、第１８０条       



改 正 案 現  行

の適用を受けることの説明をすること

（２）個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じさせること

（３）個人情報の取扱状況、管理状況、従事者の管理体制及び実施体制につ

いて必要かつ適切な監督をすること

３ 受注者が本件業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせる

場合においては、当該第三者の行為は、受注者自らの行為とみなし、これ

に対しては、受注者が当該第三者のすべての行為及びその結果についての

責任を負うものとする。

第９条から第１１条  （略）

の適用を受けることの説明をすること

（２）個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じさせること

（３）個人情報の取扱状況、管理状況、従事者の管理体制及び実施体制につ

いて必要かつ適切な監督をすること

３ 受注者が本件業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせる

場合においては、当該第三者の行為は、受注者自らの行為とみなし、これ

に対しては、受注者が当該第三者のすべての行為及びその結果についての

責任を負うものとする。

第９条から第１１条  （略）



改 正 案 現  行

（個人情報取扱特記事項 別記様式）

誓  約  書

私は、本件業務（契約業務名）に従事するに当たり、その業務を通じて取り扱う個人情

報に関し、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第６６条（安全管理

措置）、第６７条（従事者等の義務）、第１７６条、 第１８０条及び第１８３条（罰則）

の規定の内容並びに適正な維持管理について、下記の者から説明を受けました。

私は、本件業務に従事している間及び従事しなくなった後において、その業務を通じて

取り扱う個人情報について、個人情報の保護に関する法律等の関係法令が適用されること

を自覚し、本件業務の従事者として誠実に職務を行うことを誓います。

記

説明した者 （受注者の名称）

（本件業務に関する総括責任者の役職名） （氏名）

年  月  日

所属・職名

誓約者（従事者）  氏名

（注）この場合における「従事者」とは、受注者の組織内において、受注者の指揮命令系

統に属し、本件業務に従事している者すべてが含まれる。いわゆる正規職員・社員等に

限られず、また、受注者と雇用関係にあることは要件ではない。すなわち、いわゆるア

ルバイトや派遣労働者、法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを

含む。）の代表者又は法人若しくは人の代理人も含まれる。

（個人情報取扱特記事項 別記様式）

誓  約  書

私は、本件業務（契約業務名）に従事するに当たり、その業務を通じて取り扱う個人情

報に関し、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第６６条（安全管理

措置）、第６７条（従事者等の義務）、第１７６条及び第１８０条       （罰則）

の規定の内容          について、下記の者から説明を受けました。

私は、本件業務に従事している間及び従事しなくなった後において、その業務を通じて

取り扱う個人情報について、個人情報の保護に関する法律等の関係法令が適用されること

を自覚し、本件業務の従事者として誠実に職務を行うことを誓います。

記

説明した者 （受注者の名称）

（本件業務に関する総括責任者の役職名） （氏名）

年  月  日

所属・職名

誓約者（従事者）  氏名

（注）この場合における「従事者」とは、受注者の組織内において、受注者の指揮命令系

統に属し、本件業務に従事している者すべてが含まれる。いわゆる正規職員・社員等に限

られず、また、受注者と雇用関係にあることは要件ではない。すなわち、いわゆるアルバ

イトや派遣労働者、法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。）

の代表者又は法人若しくは人の代理人も含まれる。




